
（単位：千円）

予算額 担当課

（文教消防関係）

学校・家庭・地域連携協力推進事業（放課後子ども教室運営事業） 55,482 地域学習振興課

公民館笑顔あふれる絆づくり推進事業 30,651 地域学習振興課

公民館元気活力支援事業 59,920 地域学習振興課

【拡充】 教職員事務事業［スクール・サポート・スタッフ配置分］ 21,804 学校教育課

【拡充】 外国青年招致事業 179,399 学校教育課

松山の教育研究開発事業 ［ふるさと松山学の活用分］ 10,949 教育研修

センター事務所

教育の情報化推進事業 185,255 教育研修

センター事務所

小学校教育用コンピュータ整備事業 420,869 教育研修

センター事務所

中学校教育用コンピュータ整備事業 176,798 教育研修

センター事務所

ＰＴＡ活動推進事業 9,165

平成31年度 市長公約事業

放課後や週末等に小学校の余裕教室等を活用して子どもの安全・安心な活動拠点（居場所）
を設け、地域住民の参画を得ながら勉強やスポーツ・文化活動を行う。

児童生徒に生きた英語を提供するため、小中学校に外国語指導助手（ALT）を派遣する。小学
校の新たな学習指導要領で外国語活動及び外国語科の授業数が増加することから、平成30
年度の7名増員に引き続き、平成31年度も7名増員する。

事　　業　　概　　要

39事業 5,172,626千円

教職員の事務を支援するスクール・サポート・スタッフを小学校に配置することで、教職員の負
担軽減を図り、より児童への指導や教材研究等に注力できる体制を整備する。

住民自らのアイデアと工夫により、地域にある素材や特性を活かした温もりのある絆をより一
層深める活動に対して支援を行う。

学校事務処理の効率化や児童生徒の情報活用能力の育成のため、ＩＣＴ環境の整備・維持管
理や既存システムの管理、情報教育の実践・調査研究を行う。

ＩＣＴを活用してプログラミング的思考を育成することができるよう、小中学校の普通教室・パソ
コン教室等にタブレットパソコンを整備するとともに、教材ソフトを導入する。新学習指導要領の
全面実施に向けて、プログラミング教育の進め方を示した「スタートガイド」を改訂するととも
に、必要な教材の検討や教職員への研修の充実を図る。

児童生徒の郷土への愛着や誇り、将来への志や言葉の力を育てるため、松山ゆかりの先人
や伝統文化を素材として本市独自に制作した「ふるさと松山学」教材を活用する。また、一般販
売を通して、市民等の「ふるさと松山」を大切に思う気持ちの醸成につなげる。

地域住民のニーズに即した講座や地域課題の解決につながる活動等を行うことにより、地域
に密着した円滑な公民館運営と生涯学習の推進を目指す。

教育支援
センター事務所

PTA学級や親子ふれあい事業、親学の推進など、学びや体験活動を通して得たことを、各単
位PTAや家庭で実践することで家庭教育力の向上、青少年の健全育成を図る。

子育て環境を充実し、
子どもたちの未来を応援する松山をつくります

松山をつくる

柱❶



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

（市民福祉関係）

松山市子ども健全育成事業 6,912 生活福祉総務課

ひとり親家庭等自立支援事業 [松山市子ども健全育成分] 6,048 子育て支援課

ファミリー・サポート・センター運営等事業 11,741 子育て支援課

子育て応援券交付事業 127,393 子育て支援課

子ども医療助成事業 1,289,905 子育て支援課

【拡充】 児童クラブ運営事業 986,509 子育て支援課

子育てひろば等支援事業 41,301 子育て支援課

児童館等管理運営事業 352,092 子育て支援課

（債務負担行為）

【拡充】 児童クラブ室施設整備事業 184,098 子育て支援課

【新規】 休日子どもカレッジ推進事業 3,860 子育て支援課

養育支援訪問事業 5,038

子どもの送迎や預かり等のサービス利用料への助成等を行うことにより、子育てにやさしいま
ちづくりを推進する。また、10月から実施予定の「幼児教育・保育の無償化」にも適切に対応す
る。

第2子以降の子どもに紙おむつ購入にかかる支援を行うことで、安心して子どもを産み育てる
ことができる環境を整備する。

小学校就学前までの医療費完全無料化に加え、市単独事業として中学校3年生までの入院費
の助成を実施することにより、疾病の早期発見と治療を促進し、安心して子育てができる環境
づくりを推進する。

生活保護世帯及び児童扶養手当全部支給世帯など低所得者世帯の中学生に対し学習の場
を提供することにより、希望する高校への進学率の向上や将来の職業選択の拡充を図り、貧
困の連鎖を防止する。

昼間、保護者のいない留守家庭児童に適切な遊びや生活の場を提供するため、児童クラブを
設置し、児童の健全育成を図る。
平成31年度からは、放課後児童支援員の事務負担の軽減を目的として、運営委員会が社会
保険の事務手続き等を社会保険労務士に事務委任した場合の費用を負担する。

総合コミュニティセンターこども館内のToiToiToi（トイトイトイ）など、乳幼児とその保護者が気
軽に集うことができる場所を開設し、子育て相談、情報提供、助言その他の援助を行う。

中央児童センター・南部児童センター・北条児童センター・新玉児童館・味生児童館・久米児童
館・久枝児童館・畑寺児童館・ハーモニープラザの管理運営を行い、「あそび」を通して子どもと
その保護者が楽しく過ごす場を提供する。

事項 期間 限度額

松山市中央児童センター等
指定管理委託

Ｈ30～35年度 1,634,600

児童クラブの対象学年の拡大等により、増加する入会児童の生活環境を改善し、児童の健全
育成を図るため、椿・石井東・雄郡の児童クラブ室を増設し、新たに240人分の受入れを確保
する。

愛媛県及び大学と連携し、大学の空きスペースを活用して、長期休暇中の昼間、保護者のい
ない留守家庭児童等に、学びや遊びの場を提供する。

子ども総合相談
センター事務所

若年妊婦、未健診妊婦等のほか、育児ストレス、産後に強い不安感や孤立感を抱えるなど
様々な原因で養育支援が必要になっている家庭に対して、保健師、保育士等が訪問し、具体
的な養育に関する指導、助言等を行うことにより、育児不安の軽減、個々の家庭の抱える養育
上の諸問題の解決、軽減を図る。



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

地域子育て支援拠点事業（直営型） 3,959

要保護児童対策事業 8,336

総合相談事業 22,813

地域保育所施設運営補助事業 33,587 保育・幼稚園課

事業所内保育施設整備促進事業 4,893 保育・幼稚園課

商店街保育事業 45,573 保育・幼稚園課

（債務負担行為）

幼稚園長時間預かり保育支援事業 2,088 保育・幼稚園課

【拡充】 保育士等確保支援事業 38,460 保育・幼稚園課

【拡充】 待機児童対策・保育の質向上事業 198,935 保育・幼稚園課

地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター） 106,870 保育・幼稚園課

公立保育所仮設園舎設置事業（待機児童特別対策） 3,201 保育・幼稚園課

要保護児童等への継続した支援、総合的な支援、予防的支援を実施するため、医療・保健・福
祉・学校などの関係機関で構成する要保護児童対策地域協議会の連携強化や体制整備を図
る。

主に乳幼児をもつ親とその子どもが気軽に集い、うち解けた雰囲気の中で交流し、育児相談
等ができる環境を整備することで、子育て中の親の子育てへの負担感の緩和を図る。

認定こども園への移行を希望し、通常の教育時間の前後や長期休業期間中などに長時間預
かり保育を実施する私立幼稚園に対し、運営費の支援を行う。

待機児童対策に加え、保育の質向上を目的とし、4月に1，2歳児を定員を超えて受け入れてい
る施設への助成、入所予約制の導入、加配保育士に対する助成、障がい児保育を担う保育士
への助成を実施し、保育サービスの充実を図る。
平成31年度からは、障がい児保育を担う保育士への助成を拡充する。

認可保育所が開設する地域子育て支援センターで、地域の子育て家庭を対象に、育児に関す
る相談に担当者が対応したり、親子が気軽に集い、情報交換や交流ができる場を提供する。

待機児童が比較的多い市内西部、南部地区で、公立保育所である味生保育園及びつばき保
育園の園庭に仮設園舎を継続設置し、児童の受入数の拡充を図る。

保育士確保のため、保育士養成校で資格を取得する際の費用を補助する。
平成31年度からは、新たに新任保育士への職場定着研修や保育士養成校の学生等への出
前講座を行うほか、清掃など保育の周辺業務を行う職員を雇用する保育所等に対して補助を
行う。

事項 期間 限度額

商店街保育事業

子ども総合相談
センター事務所

子ども総合相談
センター事務所

Ｈ28～31年度 153,000

子ども総合相談
センター事務所

子どもに関する総合相談窓口の「松山市子ども総合相談」で0歳から18歳までの子育て、虐
待、不登校、問題行動などのさまざまな相談に対し、迅速かつ的確な対応を行うとともに、支
援を必要とする子どもの情報の集約と漏れのないセーフティネットを張り巡らせるため、関係部
局・関係機関と情報共有を密にし、実行するコーディネートの役割を果たす。

地域保育所（認可外保育施設）に通う児童の福祉の向上を図るため、地域保育所に対し施設
の運営にかかる費用の一部を補助する。また、市の定める基準を満たした施設に対し、補助を
加算する。

愛媛労働局の助成を受けて事業所内保育施設を運営する事業者を対象に補助を行う。また、
市の定める基準を満たした施設に対し、補助を加算する。

商店街の空き店舗を活用した保育室で、利用ニーズの高い3歳未満児の保育を実施するとと
もに、一時的に児童を預かる託児事業や子育て相談事業を併せて行うことで、商店街を利用
する子ども連れ世帯の利便性の向上を図る。また、10月から実施予定の「幼児教育・保育の無
償化」にも適切に対応する。



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

急患医療センター運営事業 207,062 医事薬事課

休日診療所運営補助金 18,914 医事薬事課

病院群輪番制病院運営事業補助金 63,380 医事薬事課

小児救急医療支援事業補助金 171,500 医事薬事課

小児救急医療確保事業 35,598 医事薬事課

（債務負担行為）

母子保健育児支援事業 4,187 健康づくり推進課

妊娠・出産支援事業 38,081 健康づくり推進課

出産や育児に対する不安を軽減し、安心して子育てができる環境を整えることを目的に、相
談・訪問指導等の切れ目ない支援を実施するとともに、「すくすく・サポート」では、保健師が全
妊婦と面談し、産前・産後サポート事業などを通じ、切れ目ない支援を行う。

乳幼児の健康保持や保護者への育児支援のため、発達相談等を実施する。5歳児相談では、
発達や社会性の課題がある幼児とその保護者に、個別相談や助言、幼児の通園する保育園
等との情報共有を行い育児不安の軽減を図る。

松山圏域（3市3町）の住民に対して夜間における一次救急医療を提供する。
・診療体制…内　科　月～土曜日  21～24時（1月1日を除く）
　　　　　　　  小児科  毎日　21～翌8時

日曜・祝日等の一次救急医療を確保するため、松山市医師会等が実施する休日診療所等の
運営経費に対し補助を行う。
・診療体制…日曜、祝日、1月1日～3日
　　　　　　　　 内科　9時～21時、　小児科　15時～21時

松山圏域（3市3町）の小児救急医療体制を確保するため、小児二次救急診療を実施する病院
に対し補助を行う。

小児救急医療体制の安定化を図るため、愛媛大学医学部の寄附講座、小児科研修医の実地
研修や救急医療の適正受診等の啓発を行う。また、急患医療センターへ出務可能な医師が高
齢化により年々減少していることから、小児科医を確保するため、市外の小児科医が市内の
小児科が不足する地域に開業する場合に補助を行う。

松山圏域（3市3町）の二次救急医療体制を確保するため、実施病院に対し補助を行う。また、
救急搬送患者の受入体制を確保し救急医療体制を維持するため、救急搬送患者の受入実績
に応じた補助を行う。
・診療体制…14病院　365日・24時間
・診療科目…外科等

事項 期間 限度額

小児救急医療確保事業 Ｈ28～32年度 92,000



（単位：千円）

予算額 担当課

（総務理財関係）

【拡充】 文化振興事業 43,505 文化・ことば課

【拡充】 ことばのちからイベント事業 39,731 文化・ことば課

俳句ポスト事業 5,659 文化・ことば課

【新規】 文学賞運営事業 14,377 文化・ことば課 

（債務負担行為）

社会体育振興事業 28,933

【拡充】 スポーティングシティまつやま推進事業 88,056

（文教消防関係）

博物館企画展示事業 9,864 文化財課

期間 限度額

文学賞運営業務委託

平成31年度 市長公約事業

事項

文化芸術の振興による魅力あふれるまちづくりのため、松山市文化芸術振興計画の将来ビ
ジョン「市民全員が“まつやま文化人”」を目指す。
平成31年度は、愛媛大学やNPOとの連携で設置した「松山ブンカ・ラボ」でワークショップや
アートプロジェクトなどを実施し、文化の振興と交流を図るほか、愛媛県とともに愛媛国際映画
祭を開催する。

「俳句甲子園」や「俳都松山ＰＲ事業」、「街はことばのミュージアム」など、ことばにコンセプトを
おいた事業展開を図り、「ことばを大切にするまち松山」を市内外に発信する。
平成31年度は、市制施行130周年記念事業として、温故知新をテーマに落語のちからで松山
を笑顔にする「（仮称）まつやま　落語まつり」を開催する。

「坊っちゃん文学賞」を、俳句と同じく短いことばでアイデアを表現する「ショートショート」の文学
賞に切り替え「ことばと文学のまち松山」を一層全国に発信する。

26事業 3,424,313千円

事　　業　　概　　要

俳句ポストに投句された俳句の選句と発表を行い、松山を訪れた観光客の満足度向上や市民
がより俳句文化に親しめるようにする。また「俳句ポスト３６５」俳句投稿サイトの運営業務を行
い、俳都松山のＰＲを図る。

スポーティング
シティ推進課

スポーティング
シティ推進課

スポーツを切り口とした国内外との交流人口拡大を目指し、関係団体や民間事業者と一層連
携し、スポーツコンベンション誘致やプロスポーツ支援に取り組む。
平成31年度は、日米大学野球選手権大会等の国際大会や、2020年東京オリンピック・パラリン
ピックの事前キャンプの誘致を推進する。また、愛媛県や県内市町と連携し、愛・野球博を通じ
て、地域の活性化を図る。

正岡子規をはじめ周辺の人々や郷土松山に関する資料を体系的に展示する。特別企画展
は、子規の創作活動の題材であった四季の草花にスポットをあて、草花好きであった子規の
新たな素顔を紹介する「子規と草花」をテーマとした展示を開催する。また、館蔵資料による特
別展を2回開催する。

スポーツの振興・普及を図るため、「愛媛マラソン」・「トライアスロン中島大会」等の大規模大会
のほか、各種スポーツ大会への支援に加え、スポーツ功労者への表彰等にも取り組む。

Ｈ30～31年度 13,300

誰もが自分らしく、いきいきと暮らせる松山をつくります
松山をつくる

柱❷



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

文化財めぐり事業 3,741 文化財課

埋蔵文化財センター管理・教育普及事業 ［施設管理以外］ 10,989 文化財課

博物館施設管理運営事業 ［施設管理以外］ 71,311 文化財課

（市民福祉関係）

特定健康診査事業 【国保】 307,039 国保・年金課

【拡充】 特定保健指導事業 【国保】 23,318 国保・年金課

ふれあい・いきいきサロン事業 【介護】 76,757 介護保険課

介護予防・生活支援サービス事業 【介護】 2,025,200 介護保険課

高齢者いきいきチャレンジ事業 6,311 高齢福祉課

後期健康診査事業 【後期】 140,131 高齢福祉課

スポーツ・レクリエーション教室開催等事業 1,832 障がい福祉課

障がい者総合相談窓口事業 33,947 障がい福祉課

生活習慣病の予防を目的に、特定健康診査の結果に応じた保健指導を実施する。
平成31年度からは、特定保健指導の民間事業者への委託により、実施率の向上を図る。

40歳から74歳までの被保険者を対象に、生活習慣病に関する健康診査を無料で実施する。

子規顕彰全国俳句大会、子規顕彰全国短歌大会、子規顕彰松山市小中高校生俳句大会、子
規さん俳句かるた大会等の事業を実施することにより、短詩系文学の普及と振興を図るととも
に、子規の魅力を発信する。

市民の埋蔵文化財や松山市の歴史・文化に対する理解を深めるために、常設展示に加え、特
別展や講演会等の教育普及活動を実施し、埋蔵文化財保護思想の啓発や市民の地域学習
等での埋蔵文化財の活用を図る。

国・県・市指定文化財等の郷土に残存する文化遺産を訪ねることにより、市民の文化財に対す
る認識、愛護の精神を養い、文化財保護教育の普及促進を図る。

介護予防を推進する活動に取り組む住民主体のグループを支援することにより、高齢者の心
身機能の維持向上及び介護予防活動の推進を図る。

市等主催の健康増進に繋がる取組やイベントへの参加等にポイントを付与し、還元する仕組
みを作ることにより外出機会を創出し、高齢者がいきいきと活動することで機能の低下を防
ぎ、健康寿命の延伸を目指す。

疾病の早期発見、健康意識の向上を図るため、健康診査を実施するとともに、健診結果を利
用した重症化の予防に取り組み、健康寿命の延伸を目指す。

要支援認定者等に対して、要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽減及び
地域における自立した日常生活を支援するため、介護予防型の訪問・通所サービスや身
体介護を伴わない基準を緩和した生活支援型の訪問・通所サービスを実施する。

福祉総合窓口に様々な障がいの相談に応じる総合相談窓口を設置し、サービスの向上を図る
とともに、就労支援専門員を配置することで障がい者の就労促進を図る。

障がい者スポーツをサポートする指導員を育成するほか、障がい者が健康増進のため地域で
広くスポーツに親しむことに加え、各種障がい者スポーツの大会等での活躍の場を提供するこ
とで、障がい者スポーツの充実と振興を図る。



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

がん対策事業 236,369 健康づくり推進課

（債務負担行為）

歯科保健事業 42,842 健康づくり推進課

（債務負担行為）

生涯健康づくり推進事業 6,329 健康づくり推進課

高齢者健康づくり支援事業 [住民自主グループ支援事業]【介護】 609 健康づくり推進課

（産業経済関係）

テレワーク等推進事業 16,730 地域経済課

女性・若者・高齢者等就労支援事業 56,658 地域経済課

松山市民しごと創造ワンストップ支援事業 54,364 地域経済課

（債務負担行為）

勤労者福祉サービスセンター共済事業 【勤労者】 79,711 地域経済課

9,400

事項 期間 限度額

健診のしおり作成・封入封緘
業務委託

（平成31年契約分）
Ｈ31～34年度 1,200

本市の死亡原因第1位である「がん」の早期発見、早期治療を目的に、各種がん検診を実施す
る。また、子どものころから、健康な生活と疾病の予防についての理解を深めるため、中学2年
生の希望者に対し、ピロリ菌検査を実施する。

乳幼児期の歯科健診・歯みがき教室や、妊娠期、節目年齢等の歯周病検診・歯科保健指導等
を実施し、むし歯有病者率の低下及び歯周病の予防、生涯を通じた口腔の健康管理を推進す
る。

158,000

まつやま週イチ体操（まつイチ体操）を定期的に実施する住民主体の自主グループの育成支
援を行い、市民の主体的な健康の保持増進や介護予防を推進する。

多様な就労ニーズに対応するため、在宅テレワーカーのスキルアップや就労支援を図るととも
に、ビッグデータを解析できる人材育成を行う。

事項 期間 限度額

節目歯周病検診通知書等
作成・封入封緘業務委託

（平成28年契約分）
Ｈ28～31年度

節目歯周病検診通知書等
作成・封入封緘業務委託

（平成31年契約分）
Ｈ31～34年度

女性の労働参加や若者の職業能力開発・向上、高齢者の就労相談窓口を設置するなど、育
成・就職・再就職支援を実施する。

中小企業の勤労者が、豊かで充実した生活を送ることができるように福利厚生制度の管理・
運営を行う。

就労や創業、経営支援を行うなど、「しごと」に関する幅広いサービスをワンストップで提供する
「松山しごと創造センター」（未・来（ミラクル）Jobまつやま）の運営等を行う。

事項 期間 限度額

松山しごと創造センター
（未・来Jobまつやま）運営委託

Ｈ29～32年度

8,100

松山市健康増進計画「健康ぞなもし松山」に基づき、子どもから高齢者までライフステージに応
じた健康づくりや健康づくり組織の支援等を行うとともに、市民の健康や栄養等に関する相談
に対し必要な指導や助言等を行うなど、生涯を通じた健康づくりを支援する。



（単位：千円）

予算額 担当課

（総務理財関係）

【拡充】 防災計画策定事業 9,706 危機管理課

（債務負担行為）

訓練実施事業 1,991 危機管理課

啓発推進事業 917 危機管理課

新規水源開発準備事業 1,103 水資源対策課

（文教消防関係）

【新規】 ヘリポート整備事業 8,000 消・警防課

自主防災組織育成業務 1,838 消・地域防災課

地域ぐるみの防災支援事業 7,250 消・地域防災課

【拡充】 防災ひとづくり地域創生事業 4,443 消・地域防災課

平成31年度 市長公約事業

31事業 1,638,633千円

事　　業　　概　　要

市民の防災意識の高揚と防災行動力の向上を図るため、松山市地域防災計画に基づき、防
災関係機関や民間協力団体及び自主防災組織など市民が一体となって、総合的かつ実践的
な防災訓練を実施する。

地域防災計画改訂業務委託 Ｈ30～31年度 8,600

市民の生命、身体及び財産を災害などから保護し、安心安全なまちづくりの推進に取り組むた
め、水防計画などの既存計画についても適宜見直す。
平成31年度は、7月豪雨をはじめ全国各地で発生した水害や地震災害等の課題や教訓を踏ま
えた地域防災計画の改訂を完了させる。

事項 期間 限度額

新規水源開発に向けた検討・協議を行う。

島しょ部でのヘリコプターを活用した消防救急体制の充実を図るため、中島地区にある廃校の
グランドを有効活用し、ヘリポートを整備する。

自主防災組織に対し、災害対策基本法の改正で新たに位置づけられた「地区防災計画」の検
証及び計画に規定する防災訓練や資機材整備等の支援を行う。また、自主防災組織ネット
ワーク会議への運営補助を行う。

災害時に機能する組織づくりを目指し、自主防災組織の育成強化を図る。

防災の知識と実践力を兼ね備えた人材を育成するため、学生防災士で構成する「防災リー
ダークラブ」と行政、地域が連携して、防災士のフォローアップ研修や小学生への防災教育、
地区防災計画の改定支援などを行う。
平成31年度からは、防災アンバサダーによる外国人研修を開催する。

市民の防災意識の高揚のため、小中学生から募集した防災ポスターの優秀作品を展示すると
ともに、市民、地域、行政が一体となって防災・減災を考える防災・復興支援イベントを実施す
る。また、家具転倒防止対策等について啓発活動を行うため、自主防災組織等を通じて、対策
に関する研修を実施し、地域での普及活動に取り組む。

みんなで助け合い、安心して暮らせる松山をつくります
松山をつくる

柱❸



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

松山のひととまちを守る！防災士養成事業 5,328 消・地域防災課

（市民福祉関係）

【拡充】 地域包括支援センター運営事業 【介護】 677,792 介護保険課

（債務負担行為）

認知症高齢者支援事業 【介護】 2,332 介護保険課

権利擁護推進事業 【介護】 26,493 介護保険課

在宅医療・介護連携推進事業 【介護】 5,488 介護保険課

生活支援体制整備事業 【介護】 29,804 介護保険課

認知症総合支援事業 【介護】 7,660 介護保険課

配食サービス事業 18,698 高齢福祉課

緊急通報体制整備事業 20,620 高齢福祉課

地域福祉サービス事業 6,145 高齢福祉課

地域に密着した高齢者の総合相談や支援、地域のケアマネジャー等の支援を行う。
平成31年度からは、地域包括支援センターの設置数と専門職員数を増やし、相談支援体制の
充実と強化を図る。

事項 期間

65歳以上のひとり暮らしや高齢者のみの世帯等に通所介護施設等から配食サービスを行う。

緊急通報装置を貸与し、緊急時に受信センター等が迅速かつ適切な措置がとれる体制を整備
する。

地区社会福祉協議会を実施機関とし、助け合い、支え合いの心を基調とした預託点数制によ
る住民参加型在宅福祉サービスの提供をはじめ、福祉教育等を実施して地域福祉の向上を
図る。

単身や夫婦のみの高齢者世帯等が増加する中、地域の支え合い体制づくりを推進するため、
生活支援コーディネーターを配置し、地区社会福祉協議会を中心に、関係者が地域の課題や
取り組みを話し合う機会をつくり、住民主体の地域づくりを支援する。

限度額

地域包括支援センター
運営業務委託

Ｈ30～33年度 1,971,000

防災活動を牽引する防災リーダーを育成するため、愛媛大学や県と連携した防災士養成講座
により資格取得者の拡充を図り、官・学・民連携による総合的な地域防災力を強化する。ま
た、災害協定事業所等に防災士の配置を進め、協力体制の強化と防災体制の充実を図る。

認知症サポーターの養成やケアパスを作成・普及することにより、認知症の予防及び正しい知
識の普及と支援を図るほか、徘徊するおそれのある認知症高齢者に電波発信機を貸与するこ
とにより、早期発見や事故防止を図る。

地域包括支援センターに「認知症初期集中支援チーム」や「認知症地域支援推進員」を配置
し、認知症の人やその家族を支援する体制を構築する。

親族の支援等が期待できない認知症高齢者等の人権を擁護し、必要な介護サービス等を提
供するため、家庭裁判所に対して市長が成年後見制度の審判を申し立てる。
また、認知症高齢者が地域で安心して住み続けられるよう、「松山市権利擁護センター」で高
齢者や家族に対し権利擁護に関する相談や支援を実施する。

在宅で医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らし
を続けることができるよう、本市が中心となって、医療と介護の関係団体等と、相談支援や情
報共有などの連携体制の構築を推進する。



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

愛の一声訪問事業 11,538 高齢福祉課

独居高齢者みまもり員設置事業 6,672 高齢福祉課

松山市社会福祉協議会運営事業 [地域福祉活動推進事業補助金] 1,617 高齢福祉課

離島診療連絡船維持管理事業 12,707 医事薬事課

患者搬送車維持管理事業 5,398 医事薬事課

中島等地域医療確保事業 74,885 医事薬事課

（債務負担行為）

島しょ部航路運賃助成事業 7,736 医事薬事課

（都市企業関係）

【拡充】 住宅セーフティネット推進事業 [〈わが家のリフォーム応援〉分] 157,217 住宅課

空家対策推進事業 37,428 住宅課

木造住宅耐震診断事業 12,471 建築指導課

木造住宅耐震改修等補助事業 193,917 建築指導課

平成28年度から行っているリフォーム補助事業を継続し、子育て世帯、三世代同居・近居、多
子世帯、高齢者及び移住者への支援を行う。
平成31年度からは、居住誘導区域への移住者に対する加算を行う。

空家対策の基本事項を定めた「松山市空家等対策計画」に基づき、特定空家等の判断及び危
険家屋等に対する指導・監督を行い、有効活用等の施策の展開を図る。
また、老朽化して倒壊等のおそれのある危険な空き家の除却を促進し、住環境の向上等を図
るため、補助金を交付する。

地震等による被害を防ぐため、昭和56年5月31日以前に着工された木造住宅の耐震診断に対
して支援を行う。

耐震診断の結果、耐震性が低く補強が必要と診断された住宅所有者に対して耐震改修等費
用の一部を補助する。

島しょ部に居住する者が通院を目的に航路を利用した場合、また、島しょ部に居住する妊婦が
妊婦健康診査受診等を目的に航路を利用した場合等に、その経費の一部を補助することで、
島しょ部住民の負担軽減を図るとともに、島しょ部への定住促進を図る。

松山市社会福祉協議会が設置するボランティアセンターと連携しボランティアの育成や情報収
集・提供などに努め地域福祉の推進を図る。

独居高齢者が安心して暮らすことができるよう独居高齢者みまもり員を設置し、訪問活動等に
より独居高齢者の状況を把握し、安否確認等を行うことにより、不測の事故を防止するなど、
高齢者の福祉の増進を図る。

希望する77歳以上のひとり暮らしの高齢者に原則週2回、乳酸菌飲料を訪問配布し安否確認
を行い事故防止と社会的孤立感の解消を図る。

中島等地域医療確保事業 Ｈ29～33年度 296,000

旧中島町地域で常駐医師がいない中島以外の5島の地域医療確保のため、離島診療連絡船
「しまどり」の運航・維持管理を行う。

救急車のない中島本島で365日24時間の患者搬送体制を確保するため、患者搬送車1台の運
行・維持管理を行う。

中島地域の一次救急医療及び離島診療の安定的な継続を図るため、病院等引受先法人に対
して運営補助等を行う。また、興居島を含む6島診療所の施設の維持管理を行う。

事項 期間 限度額



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

重要施設への給水ルートの確保事業 【上水】 194,560 公営企業局

応急給水拠点の整備事業（応急給水栓の設置）【上水】 86,879 公営企業局

甚大な被害が想定される震災時に重要施設への給水は最優先であるため、第2期計画として
救護所24か所への給水ルートの耐震化工事を推進する。

緊急時に効果的な給水活動が行えるよう、指定避難所となる市内給水区域内の小中学校を
対象に、計画的に応急給水栓を整備する。併せて直結給水方式による水飲み場も整備する。



（単位：千円）

予算額 担当課

（環境下水関係）

地元説明会等普及啓発事業 ［デザインマンホール事業分］【下水】 1,116 下水道サービス課

がけ崩れ防災対策事業 62,191 河川水路課

（産業経済関係）

【拡充】 人手不足対策緊急支援事業 43,975 地域経済課

【拡充】 中小企業資金貸付事業 2,052,145 地域経済課

（債務負担行為）

人材育成等補助事業 8,553 地域経済課

産業立地セールス事業 54,005 地域経済課

3,622,596千円

事　　業　　概　　要

23事業

平成31年度 市長公約事業

中小企業の人手確保に加え、業務効率化や離職防止に向けた職場環境の改善、さらに外部
人材の活用を進めるなど、人手不足への対策を行う。
平成31年度からは新たに、市内中小企業のオフィス業務を自動化することで生産性向上を図
るＩＴツール導入への支援を行う。

市内の中小企業等が社員等のスキルアップを目的として研修等を受講する際に、その費用に
対して補助を行う。

「道後温泉」と「飛鳥乃湯泉」をモチーフにしたマンホールを設置するほか、マンホールカードを
制作し、「飛鳥乃湯泉」で無料配布することで、「飛鳥乃湯泉」を全国にアピールするとともに、
本館保存修理工事中の観光客誘引を図る。

上伊台町ほか5箇所のがけ崩れ防災工事を行う。

松山市消費税対策資金融資
利子補給金

平成31年度から、松山市中小企業資金融資制度を利用し
て一定の要件を満たす中小企業者又は当該融資を行った
金融機関に対し、年1.0％を限度として利子補給する。

中小企業者等に対する創業や経営支援のため、低金利融資や保証料補助を行う。平成31年
度からは新たに、本市の融資制度を活用し、消費税増税に伴い売り上げが減少する事業者に
対して利子補給を行う。

事項 期間 限度額

創業者支援利子補給金
平成24年度から、日本政策金融公庫が取り扱う創業者向
けの融資制度を利用して市内で創業する事業者に対し、
年1.0％を限度として利子補給する。

松山市景気対策資金融資
利子補給金

平成27年度から、松山市中小企業資金融資制度を利用し
て一定の要件を満たす中小企業者又は当該融資を行った
金融機関に対し、年1.0％を限度として利子補給する。

松山市創業資金融資
利子補給金

平成30年度から、松山市中小企業資金融資制度を利用し
て一定の要件を満たす中小企業者又は当該融資を行った
金融機関に対し、年1.0％を限度として利子補給する。

市内外企業に対する営業活動等を通して本市への立地促進を図る。

松山市設備資金融資
利子補給金

平成30年度から、松山市中小企業資金融資制度を利用し
て一定の要件を満たす中小企業者又は当該融資を行った
金融機関に対し、年1.0％を限度として利子補給する。

松山市災害対応資金融資
利子補給金

平成30年7月豪雨により被害を受け、松山市中小企業資
金融資制度を利用して一定の要件を満たす中小企業に対
し、年1.5％を限度として利子補給する。

元気な産業を応援し、成長する松山をつくります
松山をつくる

柱❹



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

中小企業販路拡大事業 12,700 地域経済課

【拡充】 国際観光客誘致促進事業 111,811

【拡充】 観光ＷＥＢプロモーション事業 11,957

観光おもてなし対策事業 5,649

瀬戸内・松山観光ビジネス戦略事業 75,719

【拡充】 クルーズ船誘致・受入推進事業 26,953

（債務負担行為）

松山城管理事業 [イベント分]【松山城】 42,930

【拡充】 道後温泉活性化事業 231,286 道後温泉事務所

（債務負担行為）

道後温泉本館保存修理寄附推進事業 25,679 道後温泉事務所

水田農業担い手支援事業 2,312 農林水産課

営農集団等の担い手に対し奨励金を交付し水田の集積を図るとともに、農機具導入支援を行
うことで、水田の効率的利用を促進する。

松山圏域で連携し、中小企業等が県内外の複数の大手企業等に対して直接売り込む「逆」商
談会を地元で開催するなど、販路拡大を図る。

道後温泉本館の保存修理工事に要する経費について、市内外に広く寄附を募り、本市が誇る
重要文化財を未来に遺す機運の醸成を図る。

観光・
国際交流課

夜間のライトアップイベントや松山城を舞台にした回遊型のイベントを開催するなど松山城の
魅力を充実させることで、集客を図るとともに来場者の満足度の向上を図る。

観光・
国際交流課

観光情報WEBサイト「四国松山　瀬戸内松山」の運営・更新等を行うとともに、アクセスデータ
などを解析してプロモーション等の効果を検証できる仕組みを構築する。さらに、スマートフォン
対応など多言語コンテンツの充実、SNSによる情報発信の充実を図り、松山市の認知度向上
及び誘客につなげていく。

観光・
国際交流課

松山港に寄港するクルーズ船を誘致するために、外国の船会社に対する商談会等に参加し、
松山市の魅力をPRするほか、寄港時に歓迎セレモニー等を実施する。

事項

道後温泉まちづくりアート事業 Ｈ30～32年度 110,000

道後温泉本館保存修理工事の
観光資源化（情報発信）事業

Ｈ30～32年度 150,000

道後温泉本館の保存修理工事による観光産業や地域経済に及ぼす影響を緩和するため、
アート事業の継続や道後温泉別館 飛鳥乃湯泉の魅力発信、本館保存修理工事の観光資源
化事業に取り組む。また、年々増加する訪日外国人旅行者に対応するため案内・誘導サイン
等の多言語化など受入環境の充実を図り、道後温泉地区の活性化を推進する。

事項 期間 限度額

観光・
国際交流課

台北市との友好交流協定締結5周年にあたり更なる交流人口の拡大を目指すとともに、愛媛
県等と連携した誘致促進や新しく就航する台北便を含めた国際定期便の安定運航・路線維持
に取り組む。また、インバウンドの誘客促進や受入環境整備を進めるため、実態調査を実施し
た上で、戦略的な観光施策に取り組む。

期間 限度額

観光・
国際交流課

観光客への「おもてなし度向上策」として、まつやま観光キッズの実施や、地元学生及び一般
市民を対象にした研修会等を開催し、受け入れ態勢の充実を図るほか、「食」の面での情報発
信を行うことで、国内外からの観光客への対応を強化する。

クルーズ船受入等業務委託 Ｈ30～31年度 22,000

観光・
国際交流課

広島地域と松山を結ぶ海上ルートを活用した瀬戸内・松山エリアへの誘客促進に向けたプロ
モーションを行う。また、近年急増している訪日外国人観光客の誘客を図るため、関係機関と
連携して取り組み、瀬戸内・松山エリアの海外での認知向上を図る。



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

経営所得安定対策推進事業 [米政策改革支援事業] 1,447 農林水産課

有害鳥獣捕獲緊急対策事業 60,399 農林水産課

新規就農者定着支援事業 76,374 農林水産課

農地集積・集約化対策事業 13,588 農林水産課

農業後継者対策事業 44,451 農林水産課

【拡充】 産地競争力強化事業 136,888 農林水産課

農林土木災害復旧事業 520,468 農林土木課

地域農業再生協議会が策定する水田フル活用ビジョンに基づき、水田農業の維持増進に必
要な機器等の導入、優良品種への転換等に対し、県事業を活用し補助を行う。

農地中間管理機構の業務の一部を受託し、農業者等への周知を図るとともに、農地の集積・
集約化に協力した農地の貸し手に対し協力金を支給し、農地の集積・集約化を促進する。

産地としての競争力強化を図るため、担い手育成、生産支援、販売促進等の様々なステージ
で、ハウスへの補助やブランド産品の販売促進等の切れ目ない支援を行う。
平成31年度からは、成長品目（アボカド・グニーユーカリ）の事業規模拡大支援や、産地として
の情報発信力向上のための取組み等を行う。

経営が不安定な農業経営開始直後の青年新規就農者に対し、国の制度による所得確保のた
めの支援を実施することで、就農意欲の向上と農業への定着を図る。

有害鳥獣被害に対し、捕獲報償の支出、電気柵等の設置や、箱わな等の整備に要する経費
の補助、モンキードッグの導入等に引き続き取り組む。また、愛媛大学と連携し、平成30年度
に被害防止計画を策定する集落で計画を実行に移すなど、集落主体での被害防止活動を推
進する。

JA等による新規就農者の育成に向けた取組や、松山市青年農業者連絡協議会の活動などを
支援することで、新規就農者や地域の農業後継者が直面する様々な課題の解決に努め、本
市の農業の持続的な発展に必要な次世代の農業経営者を育成する。

平成30年7月豪雨により被災した農道・ため池・農地等について、県補助又は市単独で復旧工
事を行う。



（単位：千円）

予算額 担当課

（総務理財関係）

【拡充】 移住定住促進事業 [シビックプライド向上事業分] 21,370

『坂の上の雲』を軸とした２１世紀のまちづくり事業 13,845

風早レトロタウン構想促進事業 6,461

三津浜地区活性化推進事業 19,379

愛ランド里島構想推進事業 39,184

【拡充】 里島地域おこし推進事業 10,071

【拡充】 姫ケ浜荘整備事業 259,165

坂の上の雲ミュージアム施設管理運営事業 [施設管理以外] 6,367

坂の上の雲ミュージアム企画展示事業 25,423

坂の上の雲ミュージアムの資料の調査・展示、啓発や定期講座などの各種活性化事業を行
い、また、瀬戸内圏の博物館との一層の連携を図ることで、坂の上の雲ミュージアムの魅力を
広く発信し、来館者の増加につなげる。

29事業 3,751,919千円

坂の上の雲
まちづくり担当

坂の上の雲
ミュージアム

事務所坂の上の雲ミュージアムで開催する企画展の計画策定・展示設計・展示制作などを実施する。

地域おこし協力隊が、島の魅力創出やプロモーション活動などに取り組み、地域振興の担い
手として交流人口の拡大や地域経済の活性化を図る。
平成31年度は、任期満了となる中島の隊員後任者に加え、新たに興居島で隊員を募集する。

坂の上の雲
ミュージアム

事務所

坂の上の雲
まちづくり担当

愛ランド里島構想の重点プロジェクトである定住の促進を進めるため、「ハイムインゼルごごし
ま」、「神浦定住促進施設」、「空き家バンク」の運営や島しょ部の暮らしを紹介する「体験ツ
アー」の実施に取り組むなど、島しょ部の活性化につなげる。

坂の上の雲
まちづくり担当

坂の上の雲ミュージアムをまちづくりの中核施設として活用するとともに、地域資源を活かした
まちづくりに取り組む団体の支援、地域の宝の保存、活用、継承等を目的とした解説板・案内
標識設置等の支援、地域資源を巡るふるさとウォーク等の実施、パンフレット等による広報を
行うなど、『坂の上の雲』のまちづくりに取り組む。

風早レトロタウン構想の実現に向け、資源活用、環境整備、情報発信、交流促進、協働推進の
５つのポイントに基づき、北条地域の活性化に取り組む。

坂の上の雲
まちづくり担当

三津浜地区活性化計画に基づき、港町として栄えた面影が今も息づく歴史や文化など三津浜
地区の魅力ある地域資源を活用し、賑わいの創出に取り組む。また、地区内の空き家や空き
店舗を活用する仕組みづくりに取り組み、持続可能なまちづくりを推進する。

シティプロモー
ション推進課

大学生を中心としたプロジェクトチームを結成し、松山の魅力を発信する松山アンバサダーを
育成する。合わせて、若者が利用するアプリを制作し、若者同士の情報発信・交換の機会を増
やすことで、松山への愛着の醸成やＵターンを促進する。

坂の上の雲
まちづくり担当

事　　業　　概　　要

平成31年度 市長公約事業

坂の上の雲
まちづくり担当

愛ランド里島構想の推進など離島振興の施策に取り組むための拠点施設として重要な役割を
担っている姫ケ浜荘の老朽化が著しいため、新たに施設の整備を行う。

自分たちのまちに愛着や誇りをもち、
住み続けたい松山をつくります

松山をつくる

柱❺



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

（市民福祉関係）

【拡充】 地域におけるまちづくり推進事業 68,749

地域おこし活動促進事業 4,696

（都市企業関係）

公共交通利用促進環境整備事業 193,498 都市・

　　　　 交通計画課

都市再生協議会運営事業 34,134 都市・

交通計画課

【新規】 市駅前広場整備事業 40,168 都市・

交通計画課

街路・幹線道路整備事業 ［松山外環状線道路整備事業分］

・松山外環状線

8,500 道路建設課

3,682 道路建設課

15,379 道路建設課

みんなで育む美しい街並みと賑わい創出事業 [中心市街地賑わい再生事業] 14,790 都市デザイン課

松山駅周辺整備事業 2,523,407

（債務負担行為）

ＪＲ松山駅前広場
基本設計等業務委託

H31～H33年度 69,000

ＪＲ四国松山駅車両基地跡地
用地買収事業

H30～H32年度 1,400,000

松山駅周辺整備事業に伴う
建物移転補償業務

H31～H32年度 400,000

インター東線
来住町～

北土居二丁目
L=1600m、W=60m

(市施工部W=22.5m)
8,182,000 H30～40年度

中心市街地の賑わい再生のため、公共空間を活用した賑わいづくりやまちづくりの担い手育
成などの社会実験を行う。

松山駅
周辺整備課

地権者との移転補償協議を行い、宅地造成や道路工事などを実施するとともに、JR松山駅周
辺の環境整備に向けた計画の策定などを行う。

事項 期間 限度額

来住余戸線
古川西三丁目～
市坪南三丁目

L=900m、W=60m
(市施工部W=23.5m)

4,317,000 H15～34年度

余戸北吉田線
東垣生町～
南吉田町

L=680m、W=40m
(市施工部W=20.5m)

3,653,000 H21～33年度

総事業費 事業期間（予定）

離島航路の維持を図るため、安居島と中島航路の運営費の一部及び市民の生活交通の維持
を図るため、赤字バス路線の運行費の一部とノンステップバス車両に対して補助をする。

市民参画
まちづくり課

まちづくり協議会や準備会に対し様々な支援を行い、住民自治による地域課題の解決や魅力
の創出を進める。また、人材育成や市民啓発により、まちづくり協議会や準備会の拡充を図
り、地域住民が主体的にまちづくりを進めることができる環境づくりに努める。

市民参画
まちづくり課

人口減少等の地域課題を抱える地区に「地域おこし協力隊」を派遣することで、新たな視点で
の地域活動を推進し、地域の活性化を図る。なお、現在活動している隊員の任期満了に伴
い、1名の隊員を新規採用する。

公共交通の利用促進や中心市街地の賑わい創出につながるコンパクトシティのシンボル広場
として、市駅前広場の整備を推進するため、周辺の交通状況調査や広場利用者の行動分析
などを行う。

公・民・学が連携する、「松山アーバンデザインセンター」を所管して、まちづくりの調査研究や
計画立案、人材育成の活動を行う「都市再生協議会」の運営経費を負担する。

松山外環状線の整備等を行う。

路線名 事業箇所 規格



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

（環境下水関係）

環境総合計画推進事業 [３０１０（さんまるいちまる）運動啓発分] 833

環境教育啓発推進事業 11,763

地球温暖化対策事業 1,886

【拡充】 松山スマートシティ推進事業 90,865

家庭系ごみ減量・リサイクル事業 6,572 清掃課

横谷埋立センター運営管理事業 [エコ次亜分] 24,912 清掃施設課

中央・西部・北部・北条浄化センター運転管理事業 ［汚泥有効利用分］【下水】 95,188 下水道施設課

中央浄化センター消化ガス発電事業 【下水】 126,409 下水道施設課

（産業経済関係）

松山市商業振興対策事業 10,337 地域経済課

商店街等活性化事業 15,956 地域経済課

商店街賑幸事業 43,610 地域経済課

まつやま産業まつり事業 15,320 地域経済課

市民の環境意識の向上を目指し、小中学校や、各種団体にエコリーダーを派遣するとともに、
「体験型環境バスツアー」「サマーエコキッズスクール」など、体験型の環境学習を行う。
また、都市環境学習センターで実施していた自然環境学習の各種体験型講座等を、まつやま
Ｒｅ・再来館等を活用して実施することで、自然環境保全を主体とした啓発を推進する。

環境モデル
都市推進課

環境モデル
都市推進課

親睦会などの会食時、最初の30分と最後の10分は自分の席で料理を楽しむという「３０１０運
動」の啓発等、食品ロスの削減に積極的に取り組む。

水処理工程で発生する塩類を原料にしてエコ次亜（消毒剤）を製造し、下水処理場で処理水の
消毒に使用することで、塩類のリサイクルを行う。

下水汚泥処理の過程で発生する「消化ガス」を利用した発電を行い、電力会社へ売電すること
で、収益の増加、資源の有効利用を図る。

下水汚泥の一部をセメント化・堆肥化することで、下水道資源の有効利用を図る。

地域特産品の展示・販売などを通して、各種産業を周知するため、城山公園で「えひめ・まつ
やま産業まつり」を愛媛県と共同開催する。

環境モデル
都市推進課

環境モデル
都市推進課

中心市街地の賑わい創出や回遊性向上を図るため、花園町の歩道を活用したマルシェやロー
プウェー商店街での歩行者天国化に加え、花園町からロープウェー街にかけての一体的な集
客イベントを実施する。

市内の商業振興支援団体が連携し、商業者の育成や販売促進等の支援を行う。

商店街の活性化に取り組む団体の活動を支援することにより、空き店舗率の改善や商店街の
利用者増加を図り、市内商店街の賑わいを創出する。

地域の廃棄物減量等推進員等と連携を図りながら、ごみ出しルールの守られていない地域へ
の指導を行うとともに、地域や小学校等でのごみ出しルール説明会の実施や生ごみ処理容器
等を購入する者に対して補助を行うことで、ごみの減量化やリサイクルの推進を図る。

環境負荷を抑えたスマートシティの実現を目指し、太陽光発電や蓄電池システム等の設置者
に対する補助を行うとともに、ＥＶ急速充電器の維持管理や、中島でスマートコミュニティの実
証事業等を展開する。
平成31年度は、道後地区にソーラー充電スタンドを設置する。

地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく「温暖化対策実行計画」や「環境モデル都市ア
クションプラン」の進捗管理を行いながら、包括的に温室効果ガスの排出削減に取り組む。


